
令和６年度東京北区渋沢栄一プロジェクト推進事業助成金交付要綱 

 

５北政広第５８３４号 
令和６年３月１４日区長決裁 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、東京北区渋沢栄一プロジェクト推進事業助成金（この要綱に定めるところに

より、予算の範囲内において区長が第４条に定める助成対象者に贈与する金銭をいう。以下単に

「助成金」という。）を交付することにより、東京北区渋沢栄一プロジェクト（渋沢栄一プロジ

ェクト推進連絡会議設置要綱（令和元年５月２４日区長決裁３１北政広第１２６８号）第２条に

定める「東京北区渋沢栄一プロジェクト」をいう。）のより一層の進展を図り、もって、北区の

シティプロモーションの推進及び産業の活性化に資することを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

⑴ 渋沢翁顕彰事業 渋沢栄一と北区の関係性及び渋沢栄一の功績を広めることを目的とした

主体的かつ公益性の高い事業であって、営利性のないものをいう。 

⑵ 渋沢翁関連商品等開発事業 北区物産の魅力を区内外に発信するために行う渋沢栄一にち

なんだ新しい商品の開発及び当該開発に伴う販売促進事業をいう。 

⑶ 区民団体 区民が自主的に組織する非営利の団体のうち次に掲げる要件を全て満たすもの

をいう。 

ア 主たる事務所又は連絡場所が区内に所在すること。 

イ 規約及び会員名簿を有すること。 

ウ 希望者が任意に加入及び脱退をすることができる等団体の運営が民主的に行われている 

こと。 

エ 原則として区民を対象とした公益活動を１年間以上実施した実績を有し、継続的かつ計 

画的に活動を行っていること。 

⑷ 事業者 個人又は法人のうち次に掲げる要件を全て満たすものをいう。 

ア 区内で活動の実態があること。 

イ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２

   号に規定する暴力団（以下単に「暴力団」という。）又はその利益となる活動を行う団 

体でないこと。 

ウ 北区の競争入札参加資格の指名停止措置を受けていないこと。 

エ 当該個人又は法人について公租公課の滞納がないこと。 

 ⑸ 事業者連携による団体 商店街、商店街連合会その他事業者が自主的に組織する団体であ

って、次に掲げる要件を全て満たすものをいう。 

ア 主たる事務所又は連絡場所が区内に所在し、かつ、団体の構成員の８割以上の主たる事務 

所が区内に所在すること。 

イ 規約及び会員名簿を有すること。 

ウ 希望者が任意に加入及び脱退をすることができる等団体の運営が民主的に行われている 

こと。 

エ 暴力団又はその利益となる活動を行う団体でないこと。 

オ 団体の構成員に北区の競争入札参加資格の指名停止措置を受けている者がいないこと。 

 ⑹ 各種法人 次に掲げる要件を全て満たす法人をいう。 



ア 主たる事務所又は連絡場所が区内に所在すること。 

イ 政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第３条第１項の政治団体でないこと。 

ウ 宗教法人法（昭和２６年法律第１２６号）第２条の宗教団体でないこと。 

エ 暴力団又はその利益となる活動を行う団体でないこと。 

オ 区から助成を受けて活動する団体でないこと。 

カ 当該法人について公租公課の滞納がないこと。 

 

 （助成対象事業） 

第３条 助成金の交付の対象となる事業（以下「助成対象事業」という。）は、次条で規定する

助成対象者が令和６年４月１日から翌年３月３１日までに実施する渋沢翁顕彰事業又は渋沢翁

関連商品等開発事業とする。ただし、次条の助成対象者につき、それぞれ一の事業に限る。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する事業は、助成金の交付の対象とし

ない。 

⑴ 宗教活動又は政治活動を目的とする事業 

⑵ 反社会的活動又は公序良俗に反する活動を目的とする事業 

⑶ 区から助成金以外の助成又は委託を受けている事業 

⑷ 国又は区以外の地方自治体が行う助成等を受けている事業 

⑸ 前各号に定めるもののほか、区長が助成金を交付することを適当でないと認める事業 

 

 （助成対象者） 

第４条 助成金の交付を受けることができる者（以下「助成対象者」という。）は、別表第１助

成対象事業区分の欄に掲げる事業の区分に応じ同表助成対象者の欄に定める者とする。 

 

 （助成対象経費） 

第５条 助成金の交付の対象となる経費（以下「助成対象経費」という。）は、助成対象事業の

実施のために必要な経費のうち別表第２に掲げるものとする。 

 

 （助成金の額） 

第６条 助成金の額は、別表第１助成対象事業区分の欄に掲げる事業の区分に応じて、助成対象

経費の合計額に同表助成率の欄に定める割合を乗じて得た金額（当該割合を乗じて得た額に１，

０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とする。ただし、当該金額が同表限

度額の欄に定める額を超える場合においては、当該限度額の欄に掲げる額とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、渋沢翁顕彰事業にあっては、当該事業に係る事業収入及び事業参

加者負担金の収入の合計額が、当該事業の総事業費（助成対象経費以外の経費を含む。以下こ

の項において同じ。）から前項の規定により算定した助成金の額に相当する額を控除した額を

超える場合は、当該総事業費から当該事業収入及び事業参加者負担金の収入の合計額を控除し

た額を助成金の額とする。 

 

 （助成金の交付申請） 

第７条 助成金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、東京北区渋沢栄一プ

ロジェクト推進事業助成金交付申請書（第１号様式。以下「申請書」という。）に次に掲げる

書類を添えて、政策経営部長が別に定める期日までに区長に提出するものとする。 



⑴ 東京北区渋沢栄一プロジェクト推進事業助成金交付申請者概要書（第２号様式） 

⑵ 東京北区渋沢栄一プロジェクト推進事業実施計画書（第３号様式） 

⑶ 東京北区渋沢栄一プロジェクト推進事業収支予算書（第４号様式） 

⑷ 次の表の左欄に掲げる申請者の区分に応じ、それぞれ同表右欄に掲げる書類 

申請者 書面 

区民団体 ア 団体規約 

イ 会員名簿 

ウ 活動の実績が確認できる書面 

事業者 会社概要等（活動の実績が確認できる書面をいう。以下同じ。） 

事業者連携による団体 ア 団体規約 

イ 会員名簿 

ウ 会社概要等 

各種法人 会社概要等 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める書類 

 

（助成金の交付決定等） 

第８条 区長は、申請書の提出があった場合はその内容の審査をし、助成金の交付をするときは

東京北区渋沢栄一プロジェクト推進事業助成金交付決定通知書（第５号様式。以下「交付決定

通知書」という。）により、助成金の交付をしないときは東京北区渋沢栄一プロジェクト推進

事業助成金不交付決定通知書（第６号様式）により申請者に通知する。 

２ 前項に規定する場合において、助成金の交付をする決定（以下「交付決定」という。）を行

うときは、区長は、当該助成金の交付の目的を達成するために必要な範囲で条件を付すことが

できる。 

３ 区長は、第１項の規定による審査をするに当たり必要があると認めるときは、申請者に対し

必要な書面を求め、調査を行うことができる。 

 

 （審査） 

第９条 区長は、前条第１項の審査をするため、東京北区渋沢栄一プロジェクト推進事業助成金審

査会（以下「審査会」という。）を設置する。 

２ 前項の審査に係る審査基準及び審査会の運営については、政策経営部長が別に定める。 

 

（事業内容の変更及び中止） 

第１０条 交付決定の通知を受けた者（以下「助成事業者」という。）が、第７条に規定する申

請の内容を変更し、又は中止しようとする場合は、東京北区渋沢栄一プロジェクト推進事業変

更・中止申請書（第７号様式）を区長に提出し、あらかじめ承認を受けるものとする。ただし、

軽微な変更で区長が認めるものについては、この限りでない。 

２ 区長は、前項の規定による申請があった場合は、その内容を審査し、適当であると認めると

きは、東京北区渋沢栄一プロジェクト推進事業変更・中止承認決定通知書（第８号様式）によ

り助成事業者に通知する。 

 

 （事業状況報告） 

第１１条 区長は、必要があると認めるときは、助成事業者に対し、助成金の交付を受けて実施



する事業（以下「助成事業」という。）の内容、収支状況等について報告を求めることができ

る。 

２ 助成事業者は、助成対象事業が当該年度内に完了することができないと見込まれるとき、又

は助成対象事業の遂行が困難となったときは、速やかにその理由及び状況を書面により区長に

報告し、その指示を受けるものとする。 

 

 （実績報告） 

第１２条 助成事業者は、政策経営部長が別に定める日までに、東京北区渋沢栄一プロジェクト

推進事業実績報告書（第９号様式。以下「実績報告書」という。）に次に掲げる書類を添えて、

区長に提出するものとする。 

⑴ 東京北区渋沢栄一プロジェクト推進事業実施内容報告書（第１０号様式） 

⑵ 東京北区渋沢栄一プロジェクト推進事業収支報告書（第１１号様式） 

⑶ 領収書等助成対象経費の支出を証明できる書面 

⑷ 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める書面 

 

（助成金の額の確定） 

第１３条 区長は、実績報告書の提出があった場合は、その内容の審査をし、交付決定の内容及

びこれに付した条件に適合すると認めるときは、交付すべき助成金の額を確定し、東京北区渋

沢栄一プロジェクト推進事業助成金額確定通知書（第１２号様式）により助成事業者に通知を

する。 

 

（助成金の支払） 

第１４条 前条の通知を受けた助成事業者は、東京北区渋沢栄一プロジェクト推進事業助成金交

付請求書（第１３号様式）により、区長に助成金の支払を請求するものとする。 

２ 区長は、前項の規定による請求を受けたときは、助成事業者に対し助成金を支払うものとす

る。 

 

（交付決定の取消し等） 

第１５条 区長は、助成対象事業が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、交付決定の

全部又は一部を取り消すことができる。 

⑴ この要綱の規定に違反したとき。 

⑵ 助成金を他の用途に使用したとき。 

⑶ 第８条第２項の規定により付した条件に違反したとき。 

⑷ 偽りその他不正の手段により助成金の交付を受けたとき。 

⑸ 前各号に掲げるもののほか助成金を交付することが不適当であると区長が認めるとき。 

２ 区長は、前項の規定により交付決定を取り消したときは、その旨を東京北区渋沢栄一プロジ

ェクト推進事業助成金交付決定取消通知書（第１４号様式）により助成事業者に通知する。 

３ 前２項の規定は、第１３条の規定により交付すべき助成金の額の確定があった後においても

適用があるものとする。 

 

（助成金の返還） 

第１６条 区長は、前条の規定により交付決定の取消しをした場合又は第１０条の規定により事



業の変更若しくは中止を承認した場合において、当該取消し又は変更若しくは中止に係る部分

に関し既に助成金が交付されているときは、助成事業者に対して期限を定めてその返還を求め

るものとする。 

２ 区長は、第１３条の規定により交付すべき助成金の額を確定した場合において、既にその額

を超える助成金が支払われているときは、期限を定めてその返還を求めるものとする。 

 

（帳簿等の整備及び保管） 

第１７条 助成事業者は、助成事業に係る経理について収支の事実を明らかにした証拠書類を整

理し、かつ、これらの事業が完了した日の属する会計年度の終了後、５年間保存するものとす

る。 

 

（検査） 

第１８条 助成事業者は、区長が助成事業の運営、経理等の状況について検査を求めた場合、又

は助成事業について報告を求めた場合はこれに応じるものとする。 

 

 （実績等の公表） 

第１９条 区長は、助成事業の実績及び内容について区の公式ホームページ等において公表する

ものとする。 

 

（委任） 

第２０条 この要綱に定めるもののほか、募集要項その他詳細な事項は、政策経営部長が別に定

める。 

 

付 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 （要綱の失効） 

２ この要綱は、全ての助成事業に関する助成金の支払が完了した日限り、その効力を失う。ただ

し、第１５条から第２０条までの規定については、同日後もなおその効力を有する。 

 

別表第１（第４条、第６条関係） 

助成対象事業区分 助成対象者 助成率 限度額 

渋沢翁顕彰事業 区民団体 

事業者 

事業者連携による団体 

各種法人 

１０分の１０ ３０万円 

渋沢翁関連商品等開発事業 事業者 

事業者連携による団体 

各種法人 

３分の２ ３０万円 

 

  



別表第２（第５条関係） 

費目 主なもの（例示） 

報償費 助成対象者の構成員以外の講師、専門家、スタッフ等への謝礼等 

保険料 事業の実施に係る保険料 

需用費 消耗品費、資材等の購入費 

チラシ又はポスター等の印刷製本費等 

役務費 翻訳、原稿料、筆耕料等 

通信運搬費等 

委託料 イラスト、ロゴ等のデザイン制作委託等 

使用料及び賃借料 会場使用料 

車両・物品・器具のレンタル・リース料等 

知的所有権に関す

る経費 

特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他の知的所有権を保護するため

に必要な弁理士費用、出願料、審査請求料、特許料、登録料等の経費 

※出願日の属する年度内に支払を終えた経費に限る。 

※国内認証に限る。 

※新規取得に限る。 

旅費 打合わせ等の移動のために要した交通費 

その他の経費 その他区長が必要と認める経費 

備考 次に掲げる経費は、助成対象経費としない。 

⑴ 助成対象者の運営に関する事務費等の経常的な経費 

⑵ 助成対象者の事務所等を維持するための経費 

⑶ 助成対象者の構成員に対する人件費及び謝礼 

⑷ 助成対象者の構成員等による飲食費 

⑸ その他区長が助成金を交付することが不適当であると認める経費 

 


